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山形・秋田・宮城の経済見通し

復興特需による底上げが経済成長を下支えする
総 括
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　復興特需の影響を受けて県内の生産はしばらく回復局面を辿るものと見込まれ、内需関連製品の移
出が景気下支えの中心的役割を果たす見通し。
　生産面の回復を受けて雇用・所得環境も緩やかに持ち直し、個人消費も総じて底固く推移する。住
宅投資は、11年度の大幅増に対する反動減が見込まれるものの、雇用・所得環境の改善と低金利が続
く状況から、個人消費と同様に、底固く推移する。
　公共需要は、高齢化による社会保障費の公費負担が増え続けている状況等から政府支出が増えるほ
か、防災・減災のための公共投資の増加が見込まれるなど、緩やかに増加する。
　一方、欧州の信用不安がくすぶり続ける中で欧米経済の減速等が懸念されるほか、円高やタイ洪水
被害の影響等から海外向けの輸出は緩慢な回復にとどまる可能性が高い。
　以上より、2012年度の県内総支出の対前年度比成長率は、実質2.7％と予測した。
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山形 全国 

（年度）（注）波線は予測

実質GDP成長率の推移

成　長　率（％）実　　　数（億円）

1211100912111009
予　測見通し実績見込実　績予　測見通し実績見込実　績

1.9－1.42.0－5.437,82637,12137,64836,910名目県内総支出（＝総生産）

2.7－0.63.7－3.947,40646,16046,43944,782実質県内総支出（＝総生産）

0.90.91.2－2.529,25428,98128,71028,377民間需要

0.80.91.31.522,48622,30722,10821,825民間最終消費支出

－1.711.1－6.2－19.7882897807861民間住宅投資

1.9－0.31.8－12.85,8875,7775,7955,692民間設備投資

0.93.4－1.76.013,32013,19512,75612,972公共需要

2.12.01.92.111,08710,85910,64610,447政府最終消費支出

－4.410.7－16.425.52,2332,3362,1102,524公的固定資本形成

42.5－189.761.4252.8－863－1,502－518－1,343財貨・サービスの純移出

3.7－1.25.8－8.031,15130,04030,40528,738財貨・サービスの移出

1.52.02.8－0.932,01531,54230,92330,081財貨・サービスの移入

－0.8－0.8－1.6－1.579.880.481.182.4県内総支出デフレーター

1.9－0.23.1－2.15,196,5985,099,7045,109,9244,954,172実質国内総支出（＝総生産）

（注１）需要項目には未掲載の項目があるため、項目の合計が県内総支出と等しくならない。
（注２）需要項目は固定基準年方式によって実質化した値。
（注３）実質国内総支出は10年度までが実績。それ以降は政府および主要シンクタンク11社の平均予測値。
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　11年度は震災直後の減産と節電対応による残業時間の
減少によって所得の低下に見舞われたが、12年度は所得水
準の改善が見込まれる。したがって、個人消費は総じて底
堅く推移する見込み。ただし、復興財源確保等のため家計
負担の増大が見込まれ、マインドは盛り上がりを欠く。12
年度の民間最終消費支出の対前年度比成長率は、実質0.8％
と予測した。
　民間住宅投資は、11年度の大幅増に対する反動減が見込
まれるものの、雇用・所得環境の改善と低金利が続く状況
から、やはり底固く推移する。なお、14年度からの消費税
の段階的引き上げが決定されれば、本格的な駆け込み需要
も予想されるが、今回の予測ではその影響は加味していな
い。12年度の民間住宅投資の対前年度比成長率は、実質マ
イナス1.7％と予測した。
　民間設備投資は、依然として新規投資は少ないものの、
更新投資に加えて電力不足に備えた合理化・省力化投資が
見込めることから、持ち直す見込み。12年度の民間設備投
資の対前年度比成長率は、実質1.9％と予測した。

■ 民間需要（民間最終消費支出・住宅投資・設備投資）
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（％）

前 査調年
減増のらか

（％ポイント）

修補・持維・新更 -3.552.4

備設・場工・舗店
の増・ 設新 -10.134.0

品製新・業事規新
の 発開 2.718.0

化力省・化理合 0.716.0

策対境環 0.46.7

IT（情報技術）対応 -12.86.1
出典：フィデア総研「県内企業景気動向調査」
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　震災後の減産と夏場の節電対応を乗り切り、工業生産は
ほぼ震災前の水準に戻っている。円高や海外経済の減速懸
念など、海外輸出の不安材料はぬぐいきれないが、被災地
への移出を中心に全体としては世界同時不況前（07年度）
の水準まで回復する見込み。12年度の財貨・サービスの移
出の対前年度比成長率は、実質3.7％と予測した。

■ 財貨・サービスの移出
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　政府および県が、東日本大震災を踏まえ、防災と減災の
ための公共インフラの整備に重点的に予算を配分する方針
であることから、公的固定資本形成は11年度比マイナスな
がら、底堅く推移する。また、高齢化による社会保障費の
公費負担も増すと思われ、政府最終消費支出は増加する。
12年度の公共需要の対前年度比成長率は、実質0.9％と予測
した。

■ 公共需要（政府最終消費支出・公的固定資本形成）
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大型小売店販売額の推移

新設住宅着工戸数の推移

県内企業の設備投資動向

公共機関発注工事請負額の推移

鉱工業生産指数（2005年=100）の推移



依然して内需の弱さは続くものの、復興特需の影響を受け、経済成長はやや回復する
総 括  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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　東日本大震災の影響で落ち込んだ消費マインドは回復の兆しを見せつつあるが、人口減少による構
造的な内需不足は変わらず、民間需要は個人消費を中心として総じて弱い動きとなる見込み。
　県内の生産活動は欧米の景気低迷が懸念されるものの、復興特需の影響を受けて、緩やかな持ち直
し基調を辿る見込み。しかし、景気の先行き不安などから、新規の設備投資については引き続き慎重
な態度が見られ、景気回復のけん引役と呼べるほどの期待はできない。
　公共需要は社会保障関係費の増大がプラスに働くものの、公共事業が低水準で推移することから、
総じて弱い動きとなる見込み。
　財貨・サービスの移出は復興特需の影響を受け、内需関連商品の移出増加が景気下支えの中心的役
割を果たすと見込まれる。一方、輸出については、さらに円高が進めば、県内主力の電気機械製造業
を中心として、生産活動が滞る可能性もあり、先行きには注視する必要がある。
　以上、依然として内需の弱さは続くものの、復興特需の影響を受け、経済成長はやや回復する見込
み。2012年度の県内総支出の対前年度比成長率は、実質1.0％と予測した。
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（年度）（注）波線は予測

実質GDP成長率の推移

成　長　率（％）実　　　数（億円）

1211100912111009
予　測見通し実績見込実　績予　測見通し実績見込実　績

0.8－1.8－0.8－0.836,30436,01636,67736,972名目県内総支出（＝総生産）

1.0－0.61.0－0.142,54542,12442,37841,959実質県内総支出（＝総生産）

0.1－0.60.6－2.826,94626,91527,08626,913民間需要

0.1－0.6－0.5－0.121,05221,03121,15821,265民間最終消費支出

－0.1－0.2－0.2－18.8642643644645民間住宅投資

0.2－0.85.6－10.95,2525,2425,2845,004民間設備投資

0.60.1－1.34.114,03413,94913,94014,125公共需要

0.80.81.51.411,57911,48711,39611,227政府最終消費支出

－0.3－3.2－12.216.22,4552,4632,5442,897公的固定資本形成

10.2－2.914.9－73.7－2,914－3,245－3,153－3,704財貨・サービスの純移出

3.20.95.6－6.819,09018,49818,33317,361財貨・サービスの移出

1.21.22.01.522,00421,74321,48521,064財貨・サービスの移入

－0.2－1.2－1.8－0.785.385.586.588.1県内総支出デフレーター

1.9－0.23.1－2.15,196,5985,099,7045,109,9244,954,172実質国内総支出（＝総生産）

（注１）需要項目には未掲載の項目があるため、項目の合計が県内総支出と等しくならない。
（注２）需要項目はすべて当社による推計値であり、固定基準年方式によって実質化した値。
（注３）実質国内総支出は10年度までが実績。それ以降は政府および主要シンクタンク11社の平均予測値。
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　東日本大震災の影響で落ち込んだ消費マインドは徐々
に回復傾向にある。また、エコカー補助金や住宅エコポイ
ントの再開により、自家用車の買い換えや住宅リフォーム
の需要が消費下支え効果を発揮する見込み。一方で、依然
有効求人倍率が他県比不芳であるなど、雇用・所得環境の
回復は鈍い。以上により、個人消費は11年度比上向きが期
待できるが、その動きは弱い見通し。民間最終消費支出の
対前年度比成長率は、実質0.1％と予測した。
　住宅投資については、世帯分離のスピードの鈍化、家計
の先行き不安感などから、潜在的な取得ニーズが低迷して
いる。民間住宅投資の対前年度比成長率は、実質マイナス
0.1％と予測した。
　設備投資については、節電対策としての省エネ関連投資、
および既設備の老朽化による更新需要を中心に投資需要
が持ち直すものと見込まれる。ただし、景気の先行き不安
を背景に慎重な態度も見られ、総じて盛り上がりに欠ける
見通し。民間設備投資の対前年度比成長率は、実質0.2％と
予測した。

■ 民間需要（民間最終消費支出・住宅投資・設備投資）
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　復興特需の影響を受け、内需関連商品の移出は増加が見
込まれる。一方、輸出については、円高の進行等から県内
主力である電気機械製造業の生産活動が滞る可能性もあり、
先行きには注視する必要がある。財貨・サービスの移出の
対前年度比成長率は、実質3.2％と予測した。

■ 財貨・サービスの移出
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（2005年=100）

　高齢化による社会保障関係費の増大により、引き続き政
府最終消費支出の増加が見込まれる。一方で、公共投資に
ついては、政府の12年度予算案では震災復興関連予算を除
くと８％程削減される見込みであり、県も一定程度の削減
方針を示していることから、総じて弱い動きとなる見込み。
公共需要の対前年度比成長率は、実質0.6％と予測した。

■ 公共需要（政府最終消費支出・公的固定資本形成）

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

-100.0% 
-80.0% 
-60.0% 
-40.0% 
-20.0% 
0.0% 
20.0% 
40.0% 

請負額 1,513 1,255 1,177 1,204 1,405 1,121 452
前年比
（右目盛り）

-17.6% -17.0% -6.3% 2.3% 16.6% -20.2% -34.7%

05 06 07 08 09 10 11

出典：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

（億円） 

年度 （上期）

世帯当たり年間消費支出（指数、2008年=100）の推移

住宅ローン貸出残高の推移

設備投資動向（前年度比伸び率）の推移

公共工事請負額の動向（秋田県）

鉱工業生産指数（季節調整済指数）の推移



2012年度 経済見通し2
宮城県
版 東日本大震災の復興特需により、県GDPは大幅な増加が見込める
総 括  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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　2012年度の宮城県経済は、実質的には東日本大震災からの復興元年として、震災によって毀損し
た資本ストックの復旧が本格的に始まることを受け、民間・公共の両部門で旺盛な投資需要が生じる
と見込まれる。住宅投資は震災前の10年度の水準を1.5倍程度、公的固定資本形成は２倍超上回る見
込み。また、個人消費は、雇用・所得環境が震災前の水準に戻るまでにはしばらく時間を要するもの
の、引き続き買い換え需要を中心に好調を維持すると見込まれる。
　一方、こうした復興特需を支えるため、県外からの資材調達が大幅に増加することから財貨・サー
ビスの移入は引き続き大幅な増加が見込まれる。また、生産活動は依然として電力不足と資本ストッ
クの復旧状況が制約条件となり、震災前の水準に戻るまでにはなお時間を要すると見込まれる。さら
に、風評被害等により観光需要の回復にも時間を要すると見込まれることなどから、移出は今年度を
上回るものの、震災前の水準まで回復するには至らない。そのため、財貨・サービスの純移出は大幅
なマイナスとなる見込み。
　以上より、2012年度の県内総支出の対前年度比成長率は、実質7.3％と予測した。
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（年度）（注）波線は予測

実質GDP成長率の推移

成　長　率（％）実　　　数（億円）

1211100912111009
予　測見通し実績見込実　績予　測見通し実績見込実　績

6.8－4.31.1－2.082,73377,46580,94680,065名目県内総支出（＝総生産）

7.3－3.42.3－1.194,15587,74990,83788,795実質県内総支出（＝総生産）

11.11.41.9－1.566,09859,50458,65857,556民間需要

1.72.60.51.146,69745,91644,75244,530民間最終消費支出

80.5－5.713.9－24.63,5001,9392,0561,805民間住宅投資

36.5－1.75.6－6.615,90111,64911,85011,221民間設備投資

5.325.30.44.429,88728,38022,64622,552公共需要

－2.311.40.31.720,40220,88218,74518,689政府最終消費支出

26.592.21.020.19,4857,4983,9013,863公的固定資本形成

－30.2－115,425.0100.7－857.3－12,011－9,2268－1,176財貨・サービスの純移出

6.2－12.46.7－0.643,61041,06446,87743,934財貨・サービスの移出

10.67.33.91.855,62150,29046,86945,110財貨・サービスの移入

－0.5－0.9－1.2－0.987.988.389.190.2県内総支出デフレーター

1.9－0.23.1－2.15,196,5985,099,7045,109,9244,954,172実質国内総支出（＝総生産）

（注１）需要項目には未掲載の項目があるため、項目の合計が県内総支出と等しくならない。
（注２）需要項目は固定基準年方式によって実質化した値。
（注３）実質国内総支出は10年度までが実績。それ以降は政府および主要シンクタンク11社の平均予測値。
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　個人消費は、東日本大震災の発生後しばらくは低調で
あったが、昨年の夏頃から自動車、家電製品、衣料品を中
心とした買い換え需要に支えられ、前年度を大幅に上回っ
て好調に推移している。こうした震災関連特需はしばらく
続くとみられることから、12年度の民間最終消費支出の対
前年度比成長率は、実質1.7％と予測した。
　民間住宅投資は、県の震災復興計画における緊急重点事
項の中で生活再建が真っ先に挙げられていることからみ
ても、特に津波被害の大きかった沿岸部を中心として大幅
な増加が見込まれる。また、平成７年の阪神・淡路大震災
発生当時も、震災発生の翌年度から３年間に渡って集中的
に住宅投資が行われていることからも、この傾向は数年間
続く見込み。12年度の民間住宅投資の対前年度比成長率は、
実質80.5％と予測した。
　民間設備投資は、住宅投資同様に被災した資本ストック
の復旧に関する震災特需が見込まれる。12年度の民間設備
投資の対前年度比成長率は、実質36.5％と予測した。

■ 民間需要（民間最終消費支出・住宅投資・設備投資）
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出典：経済産業省「商業販売統計」
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出典：国土交通省「建築着工統計調査」
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　復興需要を支えるため県外からの資材調達が大幅に増加
すると見込まれることから、移入の増大が予想される。一
方で、被災した製造業の稼働状況や観光客の入込状況は、
当面は震災前の水準に戻らないため、しばらく移入超過が
続く見込み。12年度の財貨・サービスの純移出の対前年度
比成長率は、実質マイナス30.2％と予測した。

■ 財貨・サービスの移出
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出典：宮城県「宮城県鉱工業生産指数」 

　政府による震災復興予算の中での公共事業分として、平
成23年度補正予算で約４兆円、平成24年度予算案では約１
兆円を計上していることから、当面は公的固定資本形成の
増加が公共需要を大幅に押し上げるものと見込まれる。12
年度の公共需要の対前年度比成長率は、実質5.3％と予測
した。

■ 公共需要（政府最終消費支出・公的固定資本形成）

0 
500 
1,000 
1,500 
2,000 
2,500 

3,000 
3,500 

4,000 

-50.0% 
0.0% 
50.0% 
100.0% 
150.0% 
200.0% 
250.0% 
300.0% 
350.0% 

請負額 2,064 2,380 1,787 1,769 2,167 1,812 3,415
前年比
（右目盛り）

-0.8% 15.3% -24.9% -1.0% 22.5% -16.4% 312.9%

05
年度 06 07 08 09 10 11

出典：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

（億円） 

大型小売店販売額の推移

新設住宅着工戸数の推移

民間発注工事請負額の推移

公共機関発注工事請負額の推移

鉱工業生産指数（2005年=100）の推移




